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第１章  総則  

（趣旨） 

第１条 この規程は、道路交通法（昭和 35 年法律第 105 号。以下「法」という。）

第 97 条の２第１項第３号イに掲げる検査、第 108 条の２第１項第２号から第８号

まで及び第 10 号から第 14 号までに掲げる講習並びに同条第２項の規定に基づく

講習で運転免許に係る講習等に関する規則（平成６年国家公安委員会規則第４

号。以下「国家公安委員会規則」という。）第１条及び第２条で定める基準に適

合するもの（以下「運転者等講習」という。）の実施について必要な事項を定め

るものとする。  

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。  



(1) 取消処分者講習 法第 108 条の２第１項第２号に掲げる講習をいう。  

(2) 停止処分者講習 法第 108 条の２第１項第３号に掲げる講習をいう。  

(3) 取得時講習 法第 108 条の２第１項第４号、第５号、第７号及び第８号に掲げ

る講習で、大型車講習、中型車講習、準中型車講習、普通車講習、大型二輪車講

習、普通二輪車講習、大型旅客車講習、中型旅客車講習、普通旅客車講習又は応

急救護処置講習をいう。  

(4) 原付講習 法第 108 条の２第１項第６号に掲げる講習をいう。  

(5) 初心運転者講習 法第 108 条の２第１項第 10 号に掲げる講習をいう。  

(6) 更新時講習 法第 108 条の２第１項第 11 号に掲げる講習をいう。  

(7) 高齢者講習 法第 108 条の２第１項第 12 号に掲げる講習をいう。  

(8) 運転技能検査 法第 97 条の２第１項第３号イに掲げる検査をいう。  

(9) 違反者講習 法第 108 条の２第１項第 13 号に掲げる講習をいう。  

(10)若年運転者講習 法第 108 条の２第 1 項第 14 号に掲げる講習をいう。  

(11)特定任意高齢者講習 法第 108 条の２第２項の規定に基づく講習（国家公安委

員会規則第１条で定める基準に適合するものに限る。）で、公安委員会が行う高

齢者講習に準ずるものをいう。  

(12)特定任意講習 法第 108 条の２第２項の規定に基づく講習（国家公安委員会規

則第２条で定める基準に適合するものに限る。）をいう。  

(13)指定講習機関 法第 108 条の４第１項の規定により指定した者をいう。  

(14)運転適性指導員 指定講習機関において取消処分者講習及び若年運転者講習に

従事する者をいう。  

(15)運転習熟指導員 指定講習機関において初心運転者講習に従事する者をいう。  

(16)特定講習 取消処分者講習、初心運転者講習及び若年運転者講習をいう。  

（実施基準等） 

第３条 警察本部長（以下「本部長」という。）は、運転者等講習の実施基準その

他必要な事項について別に定めるものとする。  

第２章  指定講習機関の指定等  

（指定講習機関指定申請書） 

第４条 指定講習機関に関する規則（平成２年国家公安委員会規則第１号。以下

「規則」という。）第２条に規定する申請書は、指定講習機関指定申請書（別記

様式第１）のとおりとする。  

（指定書の交付） 

第５条 交通部運転免許本部運転免許課長（以下「運転免許課長」という。）は、

公安委員会が指定講習機関を指定したときは、指定書（別記様式第２）を交付す

るものとする。  

（名称等の変更の届出） 

第６条 規則第４条第１項又は第３項の届出は、公示事項等変更届出書（別記様式

第３）により行わせるものとする。  

（講習業務規程認可申請書等） 



第７条 規則第９条第１項に規定する申請書は講習業務規程認可申請書（別記様式

第４）、同条第２項に規定する申請書は講習業務規程変更認可申請書（別記様式

第５）のとおりとする。  

（講習結果報告書） 

第８条 規則第 11 条に規定する講習結果報告書は、次の各号に掲げる講習の区分

ごとに、それぞれ当該各号に定める様式とする。  

(1) 取消処分者講習 取消処分者講習実施結果報告書（別記様式第６）  

(2) 初心運転者講習 初心運転者講習実施結果報告書（別記様式第７）  

(3) 若年運転者講習 若年運転者講習実施結果報告書（別記様式第７の２）  

（帳簿） 

第９条 規則第 12 条に規定する帳簿は、次の各号に掲げる講習の区分ごとに、そ

れぞれ当該各号に定める様式とする。  

(1) 取消処分者講習 取消処分者講習帳簿（別記様式第８）  

(2) 初心運転者講習 初心運転者講習帳簿（別記様式第９）  

(3) 若年運転者講習 若年運転者講習帳簿（別記様式第９の２）  

（講習の休廃止の許可申請書） 

第 10 条 規則第 14 条第１項に規定する申請書は、講習の休廃止の許可申請書（別

記様式第 10）のとおりとする。  

（運転適性指導員等解任命令書の交付） 

第 11 条 運転免許課長は、公安委員会が法第 108 条の５第３項の規定により運転

適性指導員又は運転習熟指導員の解任を命じるときは、運転適性指導員等解任命

令書（別記様式第 11）を交付するものとする。  

（業務停止命令書の交付） 

第 12 条 運転免許課長は、運転適性指導員が規則第５条第２号及び第３号に規定

する資格要件を満たさなくなったこと、若しくは運転習熟指導員が規則第７条第

２号及び第３号に規定する資格要件を満たさなくなったこと、又はこれらの指導

員が運転免許の効力の停止処分を受けたことにより、公安委員会が指定講習機関

に対し、当該指導員の業務停止を命じるときは、業務停止命令書（別記様式第

12）を交付するものとする。  

（適合等命令書の交付） 

第 13 条 運転免許課長は、法第 108 条の８第１項又は第２項の規定により、公安

委員会が適合命令等を行うときは、適合等命令書（別記様式第 13）を交付する

ものとする。  

（検査等） 

第 14 条 法第 108 条の９の規定による検査等は、交通部運転免許本部運転免許課

（以下「運転免許課」という。）に勤務する職員が行うものとする。  

（指定講習機関の指定の取消通知書の交付） 

第 15 条 運転免許課長は、公安委員会が法第 108 条の 11 第１項又は第２項の規定

により指定講習機関の指定の取消しを行ったときは、指定講習機関の指定の取消

通知書（別記様式第 14）を交付するものとする。  



（特定講習選任届） 

第 16 条 指定講習機関は、特定講習に従事させようとする者について、次の各号

に掲げる講習の区分ごとに、それぞれ当該各号に定める様式により公安委員会に

届け出なければならない。  

(1) 取消処分者講習 運転適性指導員選任届（別記様式第 15）  

(2) 初心運転者講習 運転習熟指導員選任届（別記様式第 16）  

（公示） 

第 17 条 規則第３条、第４条第２項、第 14 条第２項及び第 15 条に規定する公示

は、埼玉県報により行うものとする。  

第３章  特定講習の指導員養成  

（運転適性指導員の実務実習） 

第 18 条 公安委員会は、指定講習機関において取消処分者講習に従事しようとす

る次の各号に掲げる者を実習生として指定し、実務実習を実施するものとする。

この場合において、アルコール依存症の専門医からアルコールスクリーニングテ

スト、ブリーフ・インターベンション及びディスカッション指導についての教養

を受け、飲酒運転を理由として運転免許の取消処分を受けた者等を対象とする取

消処分者講習（以下「飲酒取消講習」という。）に従事しようとする者に対して

は飲酒取消講習に係る実務実習実施基準（別表第１）に基づく実習を、交通心理

学の専門家等からディスカッション指導についての教養を受け、飲酒取消講習を

除く一般の取消処分者講習（以下「一般の取消処分者講習」という。）に従事し

ようとする者に対しては取消処分者講習に係る実務実習実施基準（別表第２）に

基づく実習を実施するものとする。  

(1) 規則第５条第５号の規定により行う新任運転適性指導員研修又は取消処分者講

習指導員（一般）研修の終了者で、運転適性指導員として取消処分者講習に従事

することを予定しているもの  

(2) 公安委員会が行う運転適性指導についての技能及び知識に関する審査に合格し

た者で、講習指導員として従事した期間後３年以上経過しているもの  

(3) 公安委員会が実務実習の必要があると認めた運転適性指導員  

(4) 指定講習機関の管理者から実務実習の申出がなされた運転適性指導員  

２ 運転免許課長は、公安委員会が実務実習を実施することとしたときは、取消処

分者講習に係る実務実習通知書（別記様式第 17）により、実習生が所属する指

定講習機関の管理者に通知するものとする。  

３ 運転免許課長は、公安委員会が実務実習を行ったときは、実務実習の結果につ

いて、取消処分者講習に係る実務実習結果通知書（別記様式第 18）により、実

習生が所属する指定講習機関の管理者に通知するものとする。  

４ 公安委員会は、実務実習の結果、補充教養等の必要性を認めた場合には、実習

生が所属する指定講習機関の管理者と協議の上、必要な教養等を行うものとす

る。  

（運転適性指導員の審査） 



第 19 条 規則第５条第５号の規定により行う運転適性指導員の審査は、次の各号

のいずれかに該当する者を対象とする。  

(1) 警察職員として、取消処分者講習の指導員の経験のある者（従事した期間が通

算３年以上で、従事した期間後５年を経過していない者に限る。）  

(2) 停止処分者講習、高齢者講習及び違反者講習の指導員の経験のある者（従事し

た期間が通算５年以上で、従事した期間後５年を経過していない者に限る。）

で、新任運転適性指導員研修又は取消処分者講習指導員（一般）研修と同程度の

研修を受け、運転適性指導について十分な技能及び知識があると認められるもの  

２ 交通部運転免許本部長（以下「運転免許本部長」という。）は、運転適性指導

員の審査を受けようとする者が提出した運転適性指導員審査申請書（別記様式第

19）及び実技により当該指導員としての資格要件を審査するものとする。この場

合において、必要に応じて面接を行うものとする。  

３ 前項に規定する申請書には、次の各号に掲げる書類を添付させるものとする。  

(1) 履歴書  

(2) 運転免許証の写し（免許情報記録個人番号カード（法第 95 条の２第４項に規

定する免許情報記録個人番号カードをいう。）を有する者にあっては、運転免許

証の写しその他当該者が免許を受けていることを証するに足りる書面（電磁的記

録で作成されているものを含む。）以下同じ。）  

(3) 運転適性検査・指導者資格者証（自動車安全運転センター（以下「安全運転セ

ンター」という。）が実施する安全運転管理課程の研修修了者に交付されるもの

をいう。以下同じ。）又は国家公安委員会規則第７条第２項第４号で指定する講

習を終了した証明書のいずれかの写し  

４ 実技審査は、運転適性検査器材による検査、二輪車及び四輪車の実車による検

査、運転シミュレーター操作による検査等運転適性指導に関する技能について行

い、指導員としての適性を審査する。  

５ 運転免許本部長は、第２項の審査の結果、指導員として十分な技能及び知識を

有する者として認めたときは、運転適性指導員審査合格証明書（別記様式第

20）を交付するものとする。  

（養成教養の実施） 

第 20 条 運転免許本部長は、運転習熟指導員養成教養実施基準（別表第３）に基

づき、運転習熟指導員になろうとする者に対し、運転習熟指導員養成教養（以下

「養成教養」という。）を実施するものとする。  

２ 養成教養の受講申請は、運転習熟指導員養成教養受講申請書（別記様式第

21）により行わせるものとする。  

３ 運転免許課長は、養成教養を終了した者に対し、運転習熟指導員養成教養終了

証明書（別記様式第 22）を交付するものとする。  

（審査の実施） 

第 21 条 規則第７条第５号に規定する運転習熟指導員の審査は、運転習熟指導員

審査実施基準（別表第４）に基づき実施するものとする。  



２ 審査の申請は、運転習熟指導員審査申請書（別記様式第 23）により行わせる

ものとする。  

３ 運転免許課長は、審査の合格者に対し、運転習熟指導員審査合格証明書（別記

様式第 24）を交付するものとする。  

第４章  講習の委託等  

（委託） 

第 22 条 停止処分者講習、取得時講習、原付講習、更新時講習、高齢者講習、違

反者講習、特定任意高齢者講習、特定任意講習及び運転技能検査（以下「運転者

講習」という。）を、次の各号に掲げる要件を備える者に委託して実施すること

ができる。  

(1) 道路交通法施行規則（昭和 35 年総理府令第 60 号。以下「施行規則」とい

う。）第 38 条の３に規定する一般社団法人又は一般財団法人その他の者である

こと。  

(2) 本部長が別に定める実施基準等に基づき、運転者講習を実施できる能力を有す

ると認める者であること。  

２ 運転者講習を委託して実施する場合は、事前に公安委員会の認定審査を受けな

ければならない。  

３ 第１項に規定する委託は、委託を受けて講習を実施する者（以下「受託者」と

いう。）と委託契約を締結して行うものとする。  

（運転者講習の指導員） 

第 23 条 運転者講習を委託して実施する場合は、当該講習指導員には所要の要件

を満たす者を充てるものとする。  

第５章  取消処分者講習  

（取消処分者講習） 

第 24 条 取消処分者講習は、取消処分者及び準取消処分者を対象に、公安委員会

又は指定講習機関が行うものとする。  

２ 指定講習機関が行う取消処分者講習は、次のいずれにも該当する者を対象とす

る。  

(1) 法第 90 条第９項、法第 103 条第７項又は法第 107 条の５第１項の規定により

運転免許を受けることができない期間又は運転を禁止する期間として公安委員会

が定めた期間が３年以下の者  

(2) 初めて運転免許の取消処分を受けた者  

（講習指導員） 

第 25 条 公安委員会が行う取消処分者講習は、運転免許課に勤務する巡査部長以

上の階級にある警察官又はこれと同等の職にある一般職員であって、次の各号の

要件に該当するものが行うものとする。  

(1) 運転適性検査・指導者資格者証の交付を受けている。  

(2) 講習に使用する自動車等を運転することができる免許（仮運転免許を除く。）

を現に受けている。  



(3) 飲酒取消講習を実施する場合においてアルコールスクリーニングテスト、ブリ

ーフ・インターベンション及びディスカッションの各講習科目を行う指導員につ

いては、アルコール依存症の専門医から、それぞれの教養を受けている。  

(4) 一般の取消処分者講習を実施する場合においてディスカッション指導の講習科

目を行う指導員については、交通心理学の専門家等から教養を受けている。  

（講習場所等の指定） 

第 26 条 運転免許課長は、取消処分者講習を受けようとする者から申出を受けた

ときは、口頭又は講習実施通知書（埼玉県道路交通法施行細則（昭和 41 年埼玉

県公安委員会規則第２号。以下「細則」という。）別記様式第 26）により講習

日及び講習場所を指定するものとする。  

（取消処分者講習終了証明書の交付） 

第 27 条 運転免許課長は、公安委員会が行う取消処分者講習を終了した者に対

し、取消処分者講習終了証明書（別記様式第 25）を交付するものとする。  

２ 指定講習機関は、当該指定講習機関が行う取消処分者講習を終了した者に対

し、取消処分者講習終了証明書を交付するものとする。  

３ 運転免許課長は、前２項の規定により取消処分者講習終了証明書の交付を受け

た者から、亡失、滅失等による再交付申請があったときは、取消処分者講習終了

証明書再交付申請書（別記様式第 26）により申請させ、再交付を行うものとす

る。ただし、講習受講後、他の公安委員会が管轄する地域に住所地を移転した者

からの再交付申請については、当該現住所地を管轄する公安委員会を経由して行

わせるものとする。  

第６章  停止処分者講習  

（停止処分者講習の指導員の資格要件） 

第 28 条 停止処分者講習の指導員は、講習実施者として適格性を有する者をもっ

て充て、受講者数に応じて必要な人数を確保するものとする。  

２ 停止処分者講習の指導員の資格要件については、停止処分者講習指導員の資格

要件（別表第５）のとおりとし、同表４(1)イ(ｴ)に掲げる公安委員会が行う所要

の講習の内容等については、本部長が別に定めるものとする。  

（審査の実施） 

第 29 条 国家公安委員会規則第７条第２項第４号の審査を受けようとする者に

は、講習指導員としての技能及び知識に関する審査申請書（別記様式第 27）を

提出させるものとする。  

２ 前項に規定する申請書には、次の各号に掲げる書類を添付させるものとする。  

(1) 履歴書  

(2) 運転免許証の写し  

３ 審査は、書類及び必要に応じて面接により実施するものとする。  

４ 運転免許課長は、審査の合格者に対し、講習指導員としての技能及び知識に関

する審査合格証明書（別記様式第 28）を交付するものとする。  

（停止処分者講習の指導員の資格要件の審査） 



第 30 条 運転免許本部長は、停止処分者講習の指導員としての資格要件を満たす

者として認定審査を受けようとする者が提出した講習指導員資格要件審査申請書

（別記様式第 29）及び必要に応じて行う面接により当該講習の指導員としての

資格要件を審査するものとする。  

２ 前項に規定する申請書には、次の各号に掲げる書類を添付させるものとする。  

(1) 履歴書  

(2) 運転免許証の写し  

(3) 運転適性検査・指導者資格者証の写し  

(4) 講習指導員としての技能及び知識に関する審査合格証書の写し又は安全運転セ

ンターが実施する新任運転適性指導員研修、運転適性講習指導員研修若しくは違

反者・停止処分者講習指導員研修を終了したと証する書類の写し  

３ 運転免許本部長は、第１項の審査の結果、停止処分者講習の指導員としての資

格要件を満たす者として認めたときは、講習指導員資格要件確認通知書（別記様

式第 30）を交付するものとする。  

（停止処分者講習の指導員の解任及び業務停止） 

第 31 条 運転免許本部長は、停止処分者講習の指導員が運転免許の取消しを受

け、停止処分者講習に関して不正を行うなど第 28 条第２項に規定する資格要件

を満たさず、停止処分者講習の指導員として適当でないと認められる事由が生じ

たときは、受託者に講習指導員解任届（別記様式第 31）を運転免許課長を経

て、公安委員会に提出させるものとする。  

２ 運転免許本部長は、停止処分者講習の指導員が運転免許の効力の停止処分を受

けたとき、又は停止処分者講習の指導員として適当でないと認められる事由が生

じたときは、受託者に講習指導員業務停止届（別記様式第 32）を運転免許課長

を経て、公安委員会に提出させるものとする。  

（講習制度の教示） 

第 32 条 運転免許課長は、行政処分を執行するときは、行政処分を受ける者（法

第 102 条の２に規定する期間内に同条に規定する講習を受けなかった者を除

く。）に停止処分者講習制度を教示し、受講を希望する者には受講手続を行わせ

るものとする。  

（講習日の指定） 

第 33 条 運転免許課長は、原則としての講習実施通知書（細則別記様式第 27）に

講習日を記載し、これを申請者に交付して講習日を指定するものとする。  

（停止処分者講習終了証明書の交付） 

第 34 条 運転免許課長は、停止処分者講習を終了した者に対し、停止処分者講習

終了証明書（別記様式第 33）を交付するものとする。  

第７章  取得時講習  

（取得時講習の指導員の資格要件） 

第 35 条 取得時講習の指導員は、講習実施者として適格性を有する者をもって充

て、受講者数に応じて必要な人数を確保するものとする。  



２ 取得時講習（応急救護処置講習を除く。）の指導員の資格要件は、取得時講習

指導員の資格要件（別表第６）のとおりとする。  

（応急救護処置指導員の資格要件） 

第 36 条 応急救護処置講習の指導員（以下「応急救護処置指導員」という。）

は、次のいずれかに該当する者に対して認定する。  

(1) 公安委員会が応急救護処置指導員の養成を行うのに必要かつ適切な組織及び能

力を有すると認める者が実施する次に掲げるいずれかの養成講習を修了してい

る。  

ア 大型自動車免許、中型自動車免許、準中型自動車免許、普通自動車免許、大型

自動二輪車免許又は普通自動二輪車免許（以下「第一種免許」という。）に係る

応急救護処置指導員養成講習  

イ 大型自動車第二種免許、中型自動車第二種免許又は普通自動車第二種免許（以

下「第二種免許」という。）に係る応急救護処置指導員養成講習  

(2) 公安委員会が応急救護処置の指導に関し、前号に掲げる者と同等以上の能力を

有すると認める次に掲げるいずれかの者である。  

ア 医師  

イ 救急救命士  

ウ 救急隊員  

エ 日本赤十字社救急法指導員  

２ 応急救護処置の指導員は、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当しないこ

と。  

(1) 法第 117 条の２の２第１項第９号の罪を犯し罰金以上の刑に処せられ、その執

行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過

していない。  

(2) 自動車等の運転に関し、自動車運転死傷処罰法第２条から第６条までの罪又は

刑罰法令に違反（前号に規定する罪を除く。）し拘禁刑又は禁錮以上の刑に処せ

られ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日から起算し

て２年を経過していない。  

（応急救護処置指導員養成講習） 

第 37 条 応急救護処置指導員養成講習を行う者は、第一種免許に係る応急救護処

置指導員養成講習カリキュラム（別表第７）又は第二種免許に係る応急救護処置

指導員養成講習カリキュラム（別表第８）に基づき、講習を実施するものとす

る。  

（応急救護処置指導員の認定方法） 

第 38 条 運転免許本部長は、応急救護処置指導員の認定を受けようとする者が提

出した応急救護処置指導員認定申請書（別記様式第 34）及び必要に応じて面接

によりその申請の区分に応じた応急救護処置指導員としての適性を審査するもの

とする。  



２ 第 36 条第１項第１号に該当する者は、申請書に、応急救護処置指導員養成講

習を実施する者が交付した、その区分に応じた応急救護処置指導員養成講習の修

了証の写しを添付するものとする。  

３ 運転免許本部長は、第１項の審査の結果、第一種免許に係る応急救護処置指導

員として適性を有しているとして認定したときは応急救護処置指導員（一）認定

証（別記様式第 35）を、第二種免許に係る応急救護処置指導員としての適性を

有しているとして認定したときは応急救護処置指導員（二）認定証（別記様式第

36）を交付するものとする。  

（取得時講習の指導員の届出） 

第 39 条 運転免許本部長は、受託者が取得時講習の指導員としての資格要件を満

たす者を当該講習に従事させるときは、取得時講習指導員届出書（別記様式第

37）を運転免許課長を経て、公安委員会に提出させるものとする。  

２ 前項に規定する届出書（応急救護処置指導員を除く。）には、講習の種別に応

じ、それぞれに掲げる教習指導員資格者証（みなし教習指導員に係る資格者証を

含む。）の写しを添付させるものとする。  

３ 応急救護処置指導員の届出書には、次の各号に掲げる書類を添付させるものと

する。  

(1) 第一種免許に係る応急救護処置指導員として認定された者 応急救護処置指導

員（一）認定証の写し  

(2) 第二種免許に係る応急救護処置指導員として認定された者 応急救護処置指導

員（二）認定証の写し  

(3) 医師 医師免許証の写し  

(4) 救急救命士 救急救命士免許証明書の写し  

(5) 救急隊員 救急隊員証明書の写し  

(6) 日本赤十字社救急法指導員 指導員証の写し  

（取得時講習の指導員の解任及び業務停止） 

第 40 条 取得時講習の指導員の解任及び業務停止については、第 31 条の規定を準

用する。  

（取得時講習終了証明書の交付） 

第 41 条 運転免許課長は、取得時講習を終了した者に対し、講習の種別に応じ、

それぞれ次に掲げる取得時講習終了証明書を交付するものとする。  

(1) 大型車講習 大型車講習終了証明書（施行規則別記様式第 22 の 10 の２）  

(2) 中型車講習 中型車講習終了証明書（施行規則別記様式第 22 の 10 の２の２）  

(3) 準中型車講習 準中型車講習終了証明書（施行規則別記様式第 22 の 10 の２の

３）  

(4) 普通車講習 普通車講習終了証明書（施行規則別記様式第 22 の 10 の２の４）  

(5) 大型二輪車講習 大型二輪車講習終了証明書（施行規則別記様式第 22 の 10 の

３）  

(6) 普通二輪車講習 普通二輪車講習終了証明書（施行規則別記様式第 22 の 10 の

３の２）  



(7) 大型旅客車講習 大型旅客車講習終了証明書（施行規則別記様式第 22 の 10 の

５）  

(8) 中型旅客車講習 中型旅客車講習終了証明書（施行規則別記様式第 22 の 10 の

５の２）  

(9) 普通旅客車講習 普通旅客車講習終了証明書（施行規則別記様式第 22 の 10 の

５の３）  

(10)応急救護処置講習 応急救護処置講習(一）終了証明書（施行規則別記様式第

22 の 10 の６）又は応急救護処置講習(二）終了証明書（施行規則別記様式第 22

の 10 の６の２）  

２ 前項の規定により取得時講習終了証明書の交付を受けた者から、亡失、滅失等

のため再交付申請があったときは、再交付を行うものとする。  

第８章  原付講習  

（原付講習の指導員の資格要件） 

第 42 条 原付講習の指導員の資格要件は、次の各号に掲げるとおりとする。  

(1) 次のいずれにも該当しないこと。  

ア 原付講習の指導について不正な行為をし、又は原付講習の指導員として適当で

ないと認められる行為をしたことにより、その職を解任された日から起算して２

年以上経過していない。  

イ 刑罰法令に違反し罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、若しくは執行

を受けることがなくなった日から起算して２年以上経過していない、又は現に起

訴されている。  

(2) 次のいずれにも該当すること。  

ア 21 歳以上である。  

イ 一般原動機付自転車を運転することができる運転免許を現に受けており、当該

運転免許を受けていた期間（当該運転免許の効力が停止されていた期間を除

く。）が通算して３年以上である。  

ウ 一般原動機付自転車の安全運転に関する技能及び知識を有し、運転指導の実務

経験が豊富である。  

エ 過去２年以内に運転免許の取消し又は運転免許の効力の停止の処分を受けたこ

とがない。  

（原付講習の指導員の資格要件の審査） 

第 43 条 運転免許本部長は、原付講習の指導員としての資格要件を満たすものと

して認定審査を受けようとする者が提出した原付講習指導員資格要件審査申請書

（別記様式第 38）及び必要に応じて行う面接により当該講習の指導員としての

資格要件を審査するものとする。  

２ 前項に規定する申請書には、次の各号に掲げる書類を添付させるものとする。  

(1) 履歴書  

(2) 運転免許証の写し  



３ 運転免許本部長は、第１項の審査の結果、原付講習の指導員としての資格要件

を満たす者として認めたときは、原付講習指導員資格要件確認通知書（別記様式

第 39）を交付するものとする。  

（原付講習の指導員の解任及び業務停止） 

第 44 条 運転免許本部長は、原付講習の指導員が第 42 条各号に掲げる資格要件を

満たさなくなったときは、受託者に講習指導員解任届を運転免許課長を経て公安

委員会に提出させるものとする。  

２ 原付講習の指導員の業務停止については、第 31 条第２項の規定を準用する。  

（原付講習終了証明書の交付） 

第 45 条 運転免許課長は、原付講習を終了した者に対し、原付講習終了証明書

（施行規則別記様式第 22 の 10 の４）を交付するものとする。ただし、原付免許

に係る運転免許試験の合格者が、原付講習を受講した場合には、原付講習終了証

明書の交付を省略することができるものとする。  

２ 前項の規定により原付講習終了証明書の交付を受けた者から、亡失、滅失等に

よる再交付申請があったときは、再交付を行うものとする。  

第９章  初心運転者講習  

（指定講習機関による実施） 

第 46 条 初心運転者講習は、指定講習機関に行わせるものとする。  

（初心運転者講習終了証書の交付） 

第 47 条 初心運転者講習を終了した者に対し、初心運転者講習終了証明書（別記

様式第 40）を交付するものとする。  

２ 前項の規定により初心運転者講習終了証明書の交付を受けた者から、亡失、滅

失等による再交付申請があったときは、再交付を行うものとする。  

（初心運転者講習中止の通知） 

第 48 条 運転免許課長は、法第 108 条の３の規定に基づき初心運転者講習の通知

を行った後、当該対象者が法第 100 条の２第１項第３号に該当することとなった

ときは、初心運転者講習中止通知書（別記様式第 41）により通知するものとす

る。  

（初心運転者講習移送通知書の送付） 

第 49 条 運転免許課長は、法第 108 条の３の規定に基づき初心運転者講習の通知

を行った場合において、当該対象者が住所を他の都道府県公安委員会の管轄区域

内に変更しているときは、初心運転者講習移送通知書（別記様式第 42）を当該

都道府県公安委員会に速やかに送付するものとする。  

第 10 章  更新時講習  

（更新時講習の指導員の資格要件） 

第 50 条 更新時講習の指導員の資格要件は、次の各号に掲げるとおりとする。  

(1) 次のいずれにも該当しないこと。  

ア 法第 117 条の２の２第１項第９号の罪を犯し罰金以上の刑に処せられ、その執

行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過

していない。  



イ 自動車等の運転に関し、自動車運転死傷処罰法第２条から第６条までの罪又は

法に規定する罪（アに規定する罪を除く。）を犯し拘禁刑又は禁錮以上の刑に処

せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日から起算

して２年を経過していない。  

(2) 次のいずれにも該当すること。  

ア 25 歳以上である。  

イ 普通自動車の運転をすることができる免許証等（仮運転免許証を除く。）を現

に受けている。  

ウ 交通関係法令及び交通安全に関する業務について、相当の知識及び経験を有す

る。  

（更新時講習の指導員の資格要件の審査） 

第 51 条 運転免許本部長は、更新時講習の指導員としての資格要件を満たす者と

して認定審査を受けようとする者が提出した講習指導員資格要件審査申請書及び

必要に応じて行う面接により当該講習の指導員としての資格要件を審査するもの

とする。  

２ 前項に規定する申請書には、次の各号に掲げる書類を添付させるものとする。  

(1) 履歴書  

(2) 運転免許証の写し  

３ 運転免許本部長は、第１項の審査の結果、更新時講習の指導員としての資格要

件を満たす者として認めたときは、講習指導員資格要件確認通知書を交付するも

のとする。  

（更新時講習の指導員の解任及び業務停止） 

第 52 条 更新時講習の指導員の解任及び業務停止については、第 31 条の規定を準

用する。  

（更新時講習受講票（免許証引換書）等の交付） 

第 53 条 運転免許課長及び警察署長は、法第 101 条第１項の規定に基づく免許証

等の更新申請を受理したときは、当該申請者に更新時講習受講票（免許証引換

書）（別記様式第 43）を交付するものとする。  

２ 運転免許課長は、法第 97 条の２第１項第３号に規定する特定失効者又は同項

第５号に規定する特定取消処分者から更新時講習の講習申請を受理したときは、

当該申請者に特定失効者・特定取消処分者用講習受講票（免許証引換書）（別記

様式第 44）を交付するものとする。  

３ 運転免許課長は、他の都道府県公安委員会の管轄区域内に住所地を有する者か

ら法第 101 条の２の２第１項の規定に基づく免許証等の更新申請を受理したとき

は、当該申請者に更新時講習受講票（経由地用）（別記様式第 45）を交付する

ものとする。  

４ 運転免許課長は、法第 101 条の２の２第１項の規定に基づき他の都道府県公安

委員会に免許証等の更新申請した者から更新時講習の講習申請を受理したとき

は、第１項の更新時講習受講票を交付するものとする。  

第 11 章  高齢者講習  



（高齢者講習の指導員の資格要件） 

第 54 条 高齢者講習指導員は、講習実施者として適格性を有する者をもって充

て、受講者数に応じて必要な人数を確保するものとする。  

２ 高齢者講習の指導員の資格要件については、高齢者講習指導員の資格要件（別

表第９）のとおりとし、同表４(1)イ(ｴ)に掲げる公安委員会が行う所要の講習の

内容等については、本部長が別に定めるものとする。  

（審査の実施） 

第 55 条 高齢者講習に係る国家公安委員会規則第７条第２項第４号の審査の実施

については、第 29 条の規定を準用する。  

（高齢者講習の指導員の資格要件の審査） 

第 56 条 運転免許本部長は、高齢者講習の指導員としての資格要件を満たす者と

して認定審査を受けようとする者が提出した講習指導員資格要件審査申請書及び

必要に応じて行う面接により当該指導員としての資格要件を審査するものとす

る。  

２ 前項に規定する申請書には、次の各号に掲げる書類を添付させるものとする。  

(1) 履歴書  

(2) 運転免許証の写し  

(3) 運転適性検査・指導者資格者証の写し  

(4) 講習指導員としての技能及び知識に関する審査合格証書の写し又は安全運転セ

ンターが実施する新任運転適性指導員研修、運転適性講習指導員研修若しくは高

齢者講習指導員研修を終了したと証する書類の写し  

３ 運転免許本部長は、第１項の審査の結果、高齢者講習の指導員としての資格要

件を満たす者として認めたときは、講習指導員資格要件確認通知書を交付するも

のとする。  

４ 前項の通知を受けた者は、運転技能検査員又は特定任意高齢者講習指導員とし

ての資格要件を満たす者とみなす。  

（高齢者講習の指導員の解任及び業務停止） 

第 57 条 高齢者講習の指導員の解任及び業務停止については、第 31 条の規定を準

用する。  

（高齢者講習終了証明書の交付） 

第 58 条 運転免許課長は、高齢者講習を終了した者に対し、高齢者講習終了証明

書（施行規則別記様式第 22 の 10 の７）を交付するものとする。  

２ 前項の規定により高齢者講習終了証明書の交付を受けた者から、亡失、滅失等

のため再交付申請があったときは、再交付を行うものとする。  

第 11 章の２  運転技能検査  

（運転技能検査の検査員の資格要件、資格要件の審査、解任及び業務停止） 

第 58 条の２ 運転技能検査の検査員の資格要件、資格要件の審査、解任及び業務

停止については、第 54 条から 57 条までの規定を準用する。  

（運転技能検査受検結果証明書の交付） 



第 58 条の３ 運転免許課長は、運転技能検査の成績が 70 点以上の者及び 70 点未

満であって、証明書の交付を希望する者に対し、運転技能検査受検結果証明書

（別記様式第 45 の２）を交付するものとする。  

２ 前項の規定により、運転技能検査受検結果証明書の交付を受けた者から、亡

失、滅失等による再交付申請があったときは、再交付を行うものとする。  

第 12 章  違反者講習  

（違反者講習の指導員の資格要件） 

第 59 条 違反者講習の指導員は、講習実施者として適格性を有する者をもって充

て、受講者数に応じて必要な人数を確保するものとする。  

２ 違反者講習の指導員の資格要件については、第 28 条第２項の規定を準用す

る。  

（審査の実施） 

第 60 条 違反者講習に係る国家公安委員会規則第７条第２項第４号の審査の実施

については、第 29 条の規定を準用する。  

（違反者講習の指導員の資格要件の審査、解任及び業務停止） 

第 61 条 違反者講習の指導員としての資格要件を満たす者としての認定審査、解

任及び業務停止については、第 30 条及び第 31 条の規定を準用する。  

（違反者講習終了証明書の交付） 

第 62 条 運転免許課長は、違反者講習を終了した者に対し、違反者講習終了証明

書（別記様式第 46）を交付するものとする。  

（違反者講習移送通知書等の送付） 

第 63 条 運転免許課長は、法第 108 条の３の２の規定に基づき違反者講習の通知

をしようとする場合において、当該対象者が住所を他の都道府県公安委員会の管

轄区域内に変更していたときは、変更先の住所地を管轄する公安委員会に違反者

講習移送通知書（別記様式第 47 又は別記様式第 47 の２）を速やかに送付するも

のとする。  

２ 運転免許課長は、法第 108 条の３の２の規定に基づき違反者講習の通知をした

後に、当該対象者が住所を他の都道府県公安委員会の管轄区域内に変更している

ことが判明したときは、変更先の住所地を管轄する公安委員会に違反者講習通知

移送通知書（別記様式第 48 又は別記様式第 48 の２）を速やかに送付するものと

する。  

３ 運転免許課長は、他の都道府県公安委員会から違反者講習に係る移送を受けた

者が法第 102 条の２に規定する期間内に同条に規定する講習を受講しなかったと

きは、その者が違反者講習の基準に該当することとなった時における住所地を管

轄する公安委員会に違反者講習期間経過通知書（別記様式第 49 又は別記様式第

49 の２）を速やかに送付するものとする。  

第 13 章  若年運転者講習  

（指定講習機関による実施） 

第 64 条 若年運転者講習は、指定講習機関に行わせるものとする。  

（若年運転者講習終了証明書の交付） 



第 65 条 若年運転者講習を終了した者に対し、若年運転者講習終了証明書（別記

様式第 50）を交付させるものとする。  

２ 前項の規定により若年運転者講習終了証明書の交付を受けた者から、亡失、滅

失等による再交付申請があったときは、再交付を行わせるものとする。  

（若年運転者講習移送通知書の送付） 

第 66 条 運転免許課長は、法第 108 条の３の３の規定に基づき若年運転者講習の

通知を行った場合において、当該対象者が住所を他の都道府県公安委員会の管轄

区域内に変更しているときは、若年運転者講習移送通知書（別記様式第 51）を

当該都道府県公安委員会に速やかに送付するものとする。  

第 14 章  特定任意高齢者講習  

（特定任意高齢者講習の指導員の資格要件、資格要件の審査、解任及び業務停止） 

第 67 条 特定任意高齢者講習の指導員の資格要件、資格要件の審査、解任及び業

務停止についての規定は第 54 条から第 57 条までの、高齢者講習指導員の規定に

準用する。  

（特定任意高齢者講習の終了証明書の交付） 

第 68 条 運転免許課長は、特定任意高齢者講習を終了した者に対し、特定任意高

齢者講習終了証明書を交付するものとする。  

２ 前項の規定により特定任意高齢者講習終了証明書の交付を受けた者から、亡

失、滅失等による再交付申請があったときは、再交付を行うものとする。  

第 15 章  特定任意講習  

（特定任意講習の指導員の資格要件） 

第 69 条 特定任意講習の指導員の資格要件については、第 50 条の規定を準用す

る。  

（特定任意講習の指導員の資格要件の審査） 

第 70 条 運転免許本部長は、特定任意講習の指導員としての資格要件を満たす者

としての認定審査を受けようとする者が提出した講習指導員資格要件審査申請書

及び必要に応じて行う面接により当該講習の指導員としての資格要件を審査する

ものとする。  

２ 前項に規定する申請書には、次の各号に掲げる書類を添付させるものとする。  

(1) 履歴書  

(2) 運転免許書の写し  

３ 運転免許本部長は、第１項の審査の結果、特定任意講習の指導員としての資格

要件を満たす者として認めたときは、講習指導員資格要件確認通知書を交付する

ものとする。  

（特定任意講習の指導員の解任及び業務停止） 

第 71 条 特定任意講習の指導員の解任及び業務停止については、第 31 条の規定を

準用する。  

２ 運転免許本部長は、特定任意講習の指導員が運転免許の効力の停止を受けたと

きは、受託者に講習指導員業務停止届を運転免許課長を経て公安委員会に提出さ

せるものとする。  



（特定任意講習終了証明書の交付） 

第 72 条 運転免許課長は、特定任意講習を終了した者に対し、特定任意講習終了

証明書（国家公安委員会規則別記様式第２号）を交付するものとする。  

２ 前項の規定により特定任意講習終了証明書の交付を受けた者から、亡失、滅失

等による再交付申請があったときは、再交付を行うものとする。  

 

 

附 則  

この規程は、平成 29 年３月 12 日から施行する。  

附 則 （令和２年６月 26 日公安委員会規程第５号）  

この規程は、令和２年６月 30 日から施行する。  

附 則 （令和３年３月 16 日公安委員会規程第２号）  

１ この規程は、令和３年３月 16 日から施行する。  

２ この規程の施行の際、この規程による改正前の様式による用紙で、現に残存す

るものは、なお使用することができる。  

附 則 （令和４年５月 13 日公安委員会規程第５号）  

この規程は、令和４年５月 13 日から施行する。  

附 則 （令和５年３月 30 日公安委員会規程第５号）  

この規程は、令和５年４月１日から施行する。  

附 則 （令和５年６月 30 日公安委員会規程第７号）  

この規程は、令和５年７月１日から施行する。  

附 則 （令和６年 11 月 22 日公安委員会規程第５号）  

この規程は、令和６年 11 月 24 日から施行する。  

附 則 （令和７年３月 21 日公安委員会規程第３号）  

この規程は、令和７年３月 24 日から施行する。  

附 則 （令和７年５月 27 日公安委員会規程第４号）  

この規程は、令和７年６月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第５（第 28 条、第 59 条関係） 

停止処分者講習指導員の資格要件 

１ 25 歳以上であること。 

２ 当該講習の指導に用いる自動車等を運転することができる運転免許（仮運転

免許を除く。）を現に受けていること。 

３ 次のいずれにも該当しないこと。 

(1) 運転適性指導（法第 108 条の４第１項第１号に規定する運転適性指導をい

う。以下この別表第５及び別表第９において同じ。）について不正な行為を

したため運転適性指導員、停止処分者講習指導員、高齢者講習指導員又は違

反者講習指導員のいずれかの職を解任された日から起算して２年を経過して

いない。 

(2) 法第 117 条の２の２第１項第９号の罪を犯し罰金以上の刑に処せられ、そ

の執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日から起算して２

年を経過していない。 

(3) 自動車等の運転に関し、自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰

に関する法律（平成 25 年法律第 86 号。以下別表第９、第 36 条及び第 50 条

において「自動車運転死傷処罰法」という。）第２条から第６条までの罪又

は刑罰法令に違反（前記(2)に規定する罪を除く。）し拘禁刑又は禁錮以上

の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなっ

た日から起算して２年を経過していない。 

４ 次のいずれにも該当すること。 

(1) 運転適性に関する業務に関し、次のいずれかに該当すること。 

ア 運転適性検査・指導者資格者証の交付を受け、次に掲げる運転適性に関

する業務のいずれかに従事した経験の期間がおおむね１年以上ある。 

(ｱ) 運転適性指導  

(ｲ） 警察庁の定める指定自動車教習所の教習の標準第 13 の２(1)アに掲げ

る「５ 適性検査結果に基づく行動分析」に係る教習 

(ｳ) 初心運転者講習における運転適性検査 

(ｴ) 交通部運転免許本部運転免許試験課における自動車等の運転に必要な

適性に関する調査及び指導 

(ｵ) 停止処分者講習に係る講習指導員の業務 

イ 公安委員会が運転適性に関する業務に関し前記アと同等以上の技能、知

識及び経験を有すると認める次に掲げるいずれかの者に該当する。 

(ｱ) 警察庁が実施する取消処分者講習指導員専科を修了し、取消処分者講

習講習指導員として経験のある者 

(ｲ） 警察庁が実施する中堅運転適性検査指導者専科（平成 12 年度まで実施

していた新任運転適性検査指導者専科又は運転適性専門官専科を含

む。）を修了し、運転適性指導に関する業務に従事した経験のある者 



(ｳ) 安全運転センターが実施する取消処分者講習指導員研修、取消処分者

講習指導員（警察）研修、運転適性講習指導員研修、違反者・停止処分

者講習指導員研修又は高齢者講習指導員研修における研修指導員として

の経験のある者 

(ｴ) 運転適性検査・指導者資格者証の交付を受けているが、運転適性に関

する業務に従事した経験の期間がおおむね１年に満たない者で、公安委

員会が行う所要の講習を受けたもの 

(2) 自動車の運転に関する技能及び知識の指導に関し、次のいずれかに該当す 

  ること。 

ア 法第 99条の３第４項の規定により教習指導員資格者証（普通）及び教習

指導員資格者証（大自二）又は教習指導員資格者証（普自二）の交付を受

け、自動車の運転に関する技能及び知識の教習に従事した経験の期間がお

おむね１年以上ある。 

イ 届出自動車教習所が行う教習の課程の指定に関する規則（平成６年国家

公安委員会規則第１号。以下別表第８において「届出規則」という。）第

１条第２項第１号ロに規定する届出自動車教習所指導員研修課程（以下別

表第６及び別表第９において「届出自動車教習所指導員研修課程」とい

う。）（普通自動車及び大型自動二輪車に係るもの又は普通自動二輪車に

係るもの）を修了し、自動車の運転に関する技能及び知識の教習に従事し

た経験の期間がおおむね１年以上ある。 

ウ 公安委員会が自動車の運転に関する技能及び知識の指導に関し前記ア又

はイと同等以上の技能及び知識を有すると認める次に掲げるいずれかの者

に該当する。 

 (ｱ） 交通取締用二輪車若しくは交通取締用自動車又は警ら用無線自動車の  

    乗務員としての経験がおおむね１年以上で適任である者 

(ｲ) 交通部運転免許本部運転免許試験課で技能試験官としての経験がおお 

   むね１年以上ある者 

(ｳ) 警察庁が実施する取消処分者講習指導員専科を修了し、取消処分者講

習指導員としての経験のある者 

(ｴ) 安全運転センターが実施する取消処分者講習指導員研修、取消処分者

講習指導員（警察）研修、運転適性講習指導員研修、違反者・停止処分

者講習指導員研修又は高齢者講習指導員研修における研修指導員として

の経験のある者 

５ 次のいずれかに該当する者であること。 

(1) 公安委員会が行う講習における指導に必要な技能及び知識に関する審査に

合格した次に掲げるいずれかの者に該当する者 

ア 警察庁が実施する取消処分者講習指導員専科を修了し、取消処分者講習

指導員としての経験がおおむね１年以上ある者 



イ 安全運転センターが実施する取消処分者講習指導員研修、取消処分者講

習指導員（警察）研修、運転適性講習指導員研修、違反者・停止処分者講

習指導員研修又は高齢者講習指導員研修における研修指導員としての経験

がおおむね１年以上ある者 

(2) 講習における指導に必要な技能及び知識に関する国家公安委員会が指定す

る講習（安全運転センターが実施する新任運転適性指導員研修、運転適性講

習指導員研修又は違反者・停止処分者講習指導員研修）を修了した者 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第６（第 35 条関係） 

取得時講習指導員の資格要件 

１ 21 歳以上であること。 

２ 次のいずれにも該当しないこと。 

(1) 過去２年以内に運転免許の取消し又は運転免許の効力の停止を受けたこと  

   がある。 

(2) 講習指導員として適当でないと認められる行為をしたことにより、その職

を解任され、又は業務停止された日から起算して２年を経過していない。 

３ 次に掲げる講習の種別に応じ、それぞれに掲げる要件のいずれかに該当する 

  こと。 

(1) 大型車講習 

ア 法第 99条の３第４項の規定により教習指導員資格者証（大型）の交付を

受けている。 

イ 道路交通法の一部を改正する法律（平成５年法律第 43号）附則第７条に

規定するみなし教習指導員（以下この別表第６及び第 39条において「みな

し教習指導員」という。）のうち、同法による改正前の道路交通法（以下

この別表第６において「平成５年改正前の道路交通法」という。）第 99条

第１項第３号の規定により、大型自動車に係る技能指導員及び学科指導員

に選任されていた。 

ウ 道路交通法の一部を改正する法律（平成 16 年法律第 90 号）による改正

前の道路交通法第 99 条の３第４項の規定により教習指導員資格者証（大

型）の交付を受けている。 

エ 法第 99条の３第４項第１号（大型自動車免許に係るものに限る。）に該

当し、又は届出自動車教習所指導員研修課程で大型自動車免許に係るもの

を修了し、届出規則第１条第２項第１号ロ(1)から(5)までのいずれにも該

当しない。 

(2) 中型車講習 

ア 法第 99条の３第４項の規定により教習指導員資格者証（中型）の交付を

受けている。 

イ みなし教習指導員のうち、平成５年改正前の道路交通法第 99条第１項第

３号の規定により、大型自動車に係る技能指導員及び学科指導員に選任さ

れていた。 

 ウ 法第 99条の３第４項第１号（中型自動車免許に係るものに限る。）又は

届出自動車教習所指導員研修課程で中型自動車免許に係るものを修了し、

届出規則第１条第２項第１号ロ(1)から(5)までのいずれにも該当しない。 

(3) 準中型車講習 

ア 法第 99条の３第４項の規定により教習指導員資格者証（準中型）の交付

を受けている。 



イ みなし教習指導員のうち、平成５年改正前の道路交通法第 99 条第１項

第３号の規定により、大型自動車に係る技能指導員及び学科指導員に選任

されていた。 

ウ 法第 99 条の３第４項第１号（準中型自動車免許に係るものに限る。）

又は届出自動車教習所指導員研修課程で準中型自動車免許に係るものを修

了し、届出規則第１条第２項第１号ロ(1)から(5)までのいずれにも該当し

ない。 

(4) 普通車講習 

ア 法第 99条の３第４項の規定により教習指導員資格者証（普通）の交付を

受けている。 

イ みなし教習指導員のうち、平成５年改正前の道路交通法第 99条第１項第

３号の規定により、大型自動車に係る技能指導員及び学科指導員に選任さ

れていた。 

ウ 法第 99条の３第４項第１号（普通自動車免許に係るものに限る。）又は

届出自動車教習所指導員研修課程で普通自動車免許に係るものを修了し、

届出規則第１条第２項第１号ロ(1)から(5)までのいずれにも該当しない。 

(5) 大型二輪車講習 

ア 法第 99条の３第４項の規定により教習指導員資格者証（大自二）の交付

を受けている。 

イ 法第 99条の３第４項第１号（大型自動二輪車免許に係るものに限る。）

又は届出自動車教習所指導員研修課程で大型自動二輪車免許に係るものを

修了し、届出規則第１条第２項第１号ロ(1)から(5)までのいずれにも該当

しない。 

(5) 普通二輪車講習 

ア 法第 99条の３第４項の規定により教習指導員資格者証（普自二）の交付

を受けている。 

イ みなし教習指導員のうち、平成５年改正前の道路交通法第 99条第１項第

３号の規定により、普通自動二輪車に係る技能指導員及び学科指導員に選

任されていた。 

ウ 技能検定員審査等に関する規則の一部を改正する規則（平成８年国家公

安委員会規則第９号）附則９の規定により、教習指導員資格者証（普自

二）とみなされる教習指導員資格者証（自二）の交付を受けている。 

エ 法第 99条の３第４項第１号（普通自動二輪車免許に係るものに限る。）

又は届出自動車教習所指導員研修課程で普通自動二輪車免許に係るものを

修了し、届出規則第１条第２項第１号ロ(1)から(5)までのいずれにも該当

しない。 

(7) 大型旅客車講習 

ア 法第 99条の３第４項の規定により教習指導員資格者証（大型二種）の交

付を受けている。 



イ 法第 99 条の３第４項第１号（大型自動車第二種免許に係るものに限

る。）又は届出自動車教習所指導員研修課程で大型自動車第二種免許に係

るものを修了し、届出規則第１条第２項第１号ロ(1)から(5)までのいずれ

にも該当しない。 

(8) 中型旅客車講習 

ア 法第 99条の３第４項の規定により教習指導員資格者証（中型二種）の交

付を受けている。 

イ 法第 99 条の３第４項第１号（中型自動車第二種免許に係るものに限

る。）又は届出自動車教習所指導員研修課程で中型自動車第二種免許に係

るものを修了し、届出規則第１条第２項第１号ロ(1)から(5)までのいずれ

にも該当しない。 

(9) 普通旅客車講習 

ア 法第 99条の３第４項の規定により教習指導員資格者証（普通二種）の交

付を受けている。 

イ 法第 99 条の３第４項第１号（普通自動車第二種免許に係るものに限

る。）又は届出自動車教習所指導員研修課程で普通自動車第二種免許に係

るものを修了し、届出規則第１条第２項第１号ロ(1)から(5)までのいずれ

にも該当しない。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第７（第 37 条関係） 

第一種免許に係る応急救護処置指導員養成講習カリキュラム 

 （講義） 

講 習 科 目 講 習 細 目 講習時間 

１ オリエンテーショ

ン 

(1)  指導者としての心構え 

(2)  講習内容及び方法 

(3)  諸注意等 

１ 

２ 応急救護処置につ

いて 

(1)  応急救護処置とは 

(2)  応急救護処置の目的 

(3)  応急救護処置の内容 

(4)  カーラー曲線の理解 

(5)  応急救護処置の関連用語（一次救

命処置、心肺蘇生法、除細動、気道

異物除去、止血法等） 

１ 

３ 救急体制について (1)  救急活動体制 

(2)  救急医療体制 

(3)  救急情報体制 

(4)  病院へ搬送するまでの救急活動 

(5)  交通事故による負傷の特徴 

１ 

４ 現場での対応につ

いて 

  

  

(1)  負傷者の観察（意識状態、負傷の

程度、外見及び局所の観察並びに救

命のための観察） 

(2)  生命の兆候の評価（意識状態、呼

吸及び手足の動き） 

１ 

３ 

(3)  負傷者の移動（人によるもの及び

担架によるもの） 

(4)  負傷者の管理（体位管理、体温管

理及び衣服の除去） 

(5)  救命のための必要な手順及び優先

順位 

１ 

(6)  適切な実施場所の選定 

(7)  事故発生時の連絡 

(8)  感染対策 

１ 



５ 一次救命処置につ

いて 

  

(1)  心肺蘇生法とは 

(2)  心肺蘇生法の意義及び必要性 

(3)  心肺蘇生法の手順 

(4)  心肺蘇生法の対象疾患 

(5)  一次救命処置及び二次救命処置 

(6) 救急蘇生法の指針 

１ 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(7)  心肺蘇生法に関する解剖学及び生 

理学 

 ア 呼吸に関する器官の解剖及び生

理 

 イ 循環に関する器官の解剖及び生  

   理 

 ウ 体液に関する解剖及び生理 

 エ 消化に関する器官の解剖及び生

理 

 オ 骨格に関する解剖及び生理 

 カ 脳の循環及び代謝 

 キ 低酸素血症 

 ２ 



  (8) 心臓マッサージ（胸骨圧迫） 

ア 心臓マッサージとは 

イ   心臓マッサージが必要な場合 

ウ 心臓マッサージの方法 

エ 効果測定 

(9) 気道確保 

 ア 気道確保とは 

 イ 気道確保が必要な場合 

ウ 気道確保の方法（頭部後屈顎先挙

上法） 

エ 効果測定 

(10) 人工呼吸 

ア 人工呼吸とは 

イ 人工呼吸が必要な場合 

ウ 人工呼吸の方法（口対口人工呼

吸及び口対鼻人工呼吸） 

エ 一方向弁付吹き込み用具等 

オ 効果測定 

 (11) 一人で行う心肺蘇生法 

(12) 乳児及び小児に対する心肺蘇生法 

(13) 心肺蘇生法の効果測定 

(14) 心肺蘇生法の中止 

(15) 心肺蘇生法の合併症 

(16) 除細動（ＡＥＤの使用） 

 ア 除細動とは 

 イ ＡＥＤを用いた除細動の手順 

(17) 気道異物除去 

 ア 腹部突き上げ法（ハイムリック 

    法） 

 イ 背部叩
こ う

打
だ

法 

(18) 救命の連鎖の必要性 

４ 

    

  

  

  

  

  

７ 

６ 止血法について 

  

(1) 血管の種類 

(2)  出血の種類 

(3)  出血量及び症状 

(4) 止血法（直接圧迫止血法） 

(5) 包帯及び布の利用 

１ 

７ 指導実習及びディ

スカッション 

(1) 指導方法に関する検討（応急救護処

置講習の項目別にグループ編成） 
１ ３ 



  (2) 指導実習（グループごとに各項目を

担当して実施） 
１ 

(3) 指導実習の内容に関するディスカッ

ション（話し方、時間配分、指導内容

の適否等） 

(4) 指導に伴う想定質問及び回答例 

(5) 講評 

１ 

８ まとめ (1) 生命の尊重及び訓練の継続 

(2) 応急救護処置の奏効事例 

(3) 応急救護処置に関する法的配意 

(4) 質疑応答 

１ 

９ 効果測定  応急救護処置の指導に必要な知識の確

認 
１ 

  19 時間 

  （実技） 

講 習 項 目 講 習 細 目 講習時間  

１ 模擬人体装置につ

いて 

(1) 構造 

(2) 機能 

(3) 取扱要領 

(4)  保守管理等 

１   

２ 実技の基本につい

て 

(1) 現場での対応 

ア 負傷者の観察（意識状態、負傷の

程度、外見及び局所の観察並びに救

命のための観察） 

イ 生命の兆候の評価（意識状態、呼

吸及び手足の動き） 

ウ 負傷者の移動（人によるもの及び

担架によるもの） 

エ 負傷者の管理（体位管理、体温管

理及び衣類の除去） 

１ 

６ 

  

(2) 心臓マッサージ（胸骨圧迫） 

 心臓マッサージの方法 
４ 

 

   



 (3) 気道確保 

 気道確保の方法（頭部後屈顎先挙

上法） 

(4) 人工呼吸 

ア 呼吸の確認の方法 

イ 人工呼吸の方法（口対口人工呼吸

及び口対鼻人工呼吸） 

 (5) 心肺蘇生法  

  ア 一人で行う心肺蘇生法 

イ 乳児及び小児に対する心肺蘇生法 

(6) 除細動（ＡＥＤの使用） 

  様々なシナリオに対応したＡＥＤ

の使用方法 

(7) 気道異物除去 

ア  腹部突き上げ法（ハイムリック

法） 

イ 背部叩打法 

    

 

(8) 止血法 

 ア 出血の観察 

イ 直接圧迫止血法 

ウ 包帯及び布の利用 

１  

３ 実技の指導方法に

ついて 

(1) 応急救護処置の手順についての指

導方法 

ア 指導者デモンストレーション 

イ 各手技の要点説明 

２ 

７ 

  

(2) 各手技についての指導方法 

ア 負傷者の観察 

イ 負傷者の移動 

ウ 体位管理 

エ 心臓マッサージ（胸骨圧迫） 

オ 気道確保 

カ 人工呼吸 

キ 除細動（ＡＥＤの使用） 

ク 気道異物除去 

ケ 止血法 

５   

４ 指導実習及びディ

スカッション 

(1) 指導方法に関する検討（応急救護

処置講習の項目別にグループ編成） 
１ 

５ 

  

(2) 指導実習（グループごとに各項目

を担当して実施） 
２   



(3) 指導実習の内容に関するディス

カッション（話し方、時間配分、

指導内容の適否等） 

(4) 指導に伴う想定質問及び回答例 

(5) 講評及び質疑応答 

２   

５ 効果測定 応急救護処置の指導に必要な技能の確

認 １  

  

  

20 時間 

  

 

             合  計    39 時間  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 別表第８（第 37 条関係） 

第二種免許に係る応急救護処置指導員養成講習カリキュラム 

１ 現に資格を有している者に対する 20 時間講習 

  （講義）  

講習科目 講 習 細 目 講習時間 

１ オリエンテーショ

ン 

(1)  指導者としての心構え 

(2)  講習内容及び方法 

(3)  諸注意等 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

１ 

  

２ 応急救護処置につ

いて 

(1)  応急救護処置とは 

(2)  応急救護処置の目的 

(3)  応急救護処置の内容 

(4)  カーラー曲線の理解 

(5)  応急救護処置の関連用語（一次救命

処置、心肺蘇生法、除細動、気道異物

除去、止血法、固定法等） 

３ 救急体制について (1)  救急活動体制（119 番の仕組み及び

救急隊員の行う処置） 

(2)  救急医療体制 

(3)  救急情報体制 

(4)  病院へ搬送するまでの救急活動 

(5)  交通事故による負傷の特徴 

 ４ 現場での対応につ

いて 

  

  

  

  

  

  

  

  

(1)  傷病者の観察及び判断 

 ア 全身の観察 

  (ｱ) 意識状態の観察及び判断 

  (ｲ) 呼吸状態の観察及び判断 

 イ 局所の観察 

  (ｱ) 負傷の程度の観察及び判断 

  (ｲ) 出血の観察及び判断 

(2)  生命の兆候及び評価（意識状態、呼

吸、脈拍、皮膚の温度及び手足の動

き） 

(3)  傷病者の移動 

  ア 移動の方法 

  (ｱ) 人によるもの 

  (ｲ) 担架によるもの 

 イ 車内から車外に運び出す場合 

 ウ 路上に倒れている人を運ぶ場合 

  エ 適切な実施場所の選定 

(4) 傷病者の管理 

 ア 体位管理（傷病者の寝かせ方） 



  

  

  

  

  

  

  

  

  (ｱ) 傷病者に意識がある場合 

   (ｲ) 傷病者に意識がない場合 

  (ｳ) ショックの場合 

  (ｴ)  呼吸困難の場合 

  (ｵ) 心肺蘇生を行う場合 

 イ 体温管理 

 ウ ヘルメット、衣服等の除去 

(5)  救命のための必要な手順及び優先順 

   位 

(6)  事故発生時の通報 

  ア 傷病者が１人の場合 

  イ 傷病者が多数の場合 

(7)  感染対策 

(8)  その他の留意事項 

 ５ 各種疾患について 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(1) 外傷 

 ア 外傷の種類 

 イ 外傷による生体変化 

 ウ 外傷の処置及び治療 

 エ 各種外傷 

  (ｱ) 頭部外傷 

  (ｲ) 顔面外傷 

  (ｳ) 脊椎外傷 

  (ｴ) 胸部外傷 

  (ｵ) 腹部外傷 

  (ｶ) 四肢及び骨盤外傷 

  (ｷ) 多発外傷 

  (ｸ) 交通事故に特徴的な外傷（ハン

ドル外傷、シートベルト外傷、ダ

ッシュボード外傷等） 

  

  

  

  

  

  

３ 

６ 

  (2)  熱傷 

(3)  熱中症 
１ 

(4)  各種症状で考えられる疾患及び対応 

 ア ショック 

 イ 意識障害 

 ウ 痙攣
けいれん

 

 エ 呼吸困難 

 オ 頭痛 

 カ 胸痛 

 キ 腹痛 

 ク 嘔
おう

吐 

 ケ 吐血 

 (5) その他の傷病に対する対応 

２ 

  



６ 一次救命処置につ  

  いて 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(1)  心肺蘇生法とは 

(2)  心肺蘇生法の意義及び必要性 

(3)  心肺蘇生法の手順 

(4)  心肺蘇生法の対象疾患 

(5)  一次救命処置及び二次救命処置 

(6)  救急蘇生法の指針   

(7)  心肺蘇生法に関する解剖学及び生理  

   学 

ア 呼吸に関する器官の解剖及び生理 

イ 循環に関する器官の解剖及び生理 

ウ 体液に関する解剖及び生理 

エ 消化に関する器官の解剖及び生理 

オ 骨格に関する解剖及び生理 

カ 脳の循環及び代謝 

 キ 低酸素血症 

(8)  心臓マッサージ（胸骨圧迫） 

ア 心臓マッサージとは 

イ  心臓マッサージが必要な場合 

ウ 心臓マッサージの方法 

エ 効果測定 

(9) 気道確保 

ア 気道確保とは 

 イ 気道確保が必要な場合（意識状態

の観察） 

ウ 気道確保の方法（頭部後屈顎先挙

上法及び下顎挙上法） 

エ 効果測定 

 (10) 人工呼吸 

ア 人工呼吸とは 

イ 人工呼吸が必要な場合（呼吸状態

の観察） 

ウ 人工呼吸の方法（口対口人工呼吸

及び口対鼻人工呼吸） 

エ 一方向弁付吹き込み用具、呼気吹

き込み口付マスク等 

 オ 効果測定 

(11) 心肺蘇生法 

 ア 一人で行う心肺蘇生法 

 イ 乳児及び小児に対する心肺蘇生法 

(12) 心肺蘇生法の効果判定 

(13) 心肺蘇生法の中止 

(14) 心肺蘇生法の合併症 

(15) 除細動（ＡＥＤの使用） 

 ア  除細動とは 

 イ ＡＥＤを用いた除細動の手順 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  ２ 



  

  

(16) 気道異物除去 

 ア 腹部突き上げ法（ハイムリック法） 

 イ 背部叩打法 

(17) 救命の連鎖の必要性 

７ 傷病者に対する手

当について 

(1)  止血法 

ア 止血の必要性 

 イ 血管の種類 

 ウ 出血の種類 

エ 出血量及び症状（止血状態の観  

  察） 

オ 止血法（直接圧迫止血法） 

カ 血液凝固 

(2) 包帯法 

(3) 固定法 

  

  

  

  １ 

８ 指導実習及びディ

スカション 

(1)  指導方法に関する検討（応急救護処置

講習の項目別にグループ編成）   

  

  

（実技の

中で合わ

せて実

施） 

(2)  指導実習（グループごとに各項目を担

当して実施） 

(3)  指導実習の内容に関するディスカッシ

ョン（話し方、時間配分、指導内容の適

否等） 

(4)  指導に伴う想定質問と回答例 

(5)  講評 

９ まとめ  全体のまとめ（質疑応答を含む。） 

 その他補足事項 

 (1)  生命の尊重及び訓練の継続 

 (2)  応急救護処置の奏効事例 

 (3)  応急救護処置に関する法的配意 

  １ 

10 効果測定  応急救護処置の指導に必要な知識の確認 

  11 時間 

  

  

  

  



 （実技） 

講習科目 講 習 細 目 講習時間 

１ 模擬人体装置につ

いて 

(1) 構造 

(2) 機能 

(3) 取扱要領 

(4) 保守管理等 

   

２ 実技の基本につい

て 

(1)  現場での対応 

  ア 傷病者の観察と判断 

   (ｱ) 全身の観察 

    a  意識状態の観察及び判断 

    b  呼吸状態の観察及び判断 

   (ｲ) 局所の観察 

    a  負傷の程度の観察及び判断 

    b  出血の観察及び判断 

  イ 傷病者の移動 

   (ｱ)  移動の方法 

    a  人によるもの 

    b  担架によるもの 

   (ｲ)  車内から車外に運び出す場合 

   (ｳ)  路上に倒れている人を運ぶ場合 

  ウ 傷病者の管理 

   (ｱ)  体位管理（傷病者の寝かせ方） 

    a  傷病者に意識がある場合 

    b  傷病者に意識がない場合 

    C 心肺蘇生法を使う場合 

     d ショックの場合 

    e  呼吸困難の場合 

   (ｲ)  体温管理 

   (ｳ)  ヘルメット、衣服等の除去 

(2)  意識状態の観察 

(3)  呼吸状態の観察 

   呼吸の確認の方法 

(4)  心臓マッサージ（胸骨圧迫） 

   心臓マッサージの方法 

(5)  気道確保の方法（頭部後屈顎先拳上  

  法及び下顎拳下法） 

(6)  人工呼吸の方法（口対口人工呼吸及  

  び口対鼻人工呼吸） 

(7)  心肺蘇生法 

  ア 一人で行う心肺蘇生法 

  イ 乳児及び小児に対する心肺蘇生法 

 



(8) 除細動（ＡＥＤの使用) 

   様々なシナリオに対応したＡＥＤの  

  使用方法 

(9)  気道異物除去 

ア 腹部突き上げ法（ハイムリック 

 法） 

 イ 背部叩打法 

(10) 止血法 

 ア 出血の観察 

 イ 傷口の圧迫（直接圧迫止血法） 

ウ 包帯や布の利用 

エ 頭部及び顔面の出血 

オ 効果的な止血法 

(11) 包帯法 

 ア 頭部の場合 

 イ 体幹部位の場合 

 ウ 四肢の場合 

(12） 固定法 

３ 実技の指導方法に

ついて 

(1) 応急救護処置の手順についての指導 

  方法 

 ア 指導者デモンストレーション 

 イ 各手技の要点説明 

４ 

(2) 各手技についての指導方法 

ア 傷病者の観察 

イ 傷病者の移動 

ウ 体位管理 

エ 心臓マッサージ（胸骨圧迫） 

オ 気道確保 

カ 人工呼吸 

キ 除細動（ＡＥＤの使用） 

 ク 気道異物除去 

 ケ 止血法 

４ 指導実習及びディ

スカッション 

  

  

(1) 指導方法に関する検討（応急救護処

置講習の項目別にグループ編成） 

(2) 指導実習（グループごとに各項目を

担当して実施） 

(3) 指導実習の内容に関するディスカッ

ション 

  （話し方、時間配分、指導内容の適否

等） 

(4) 指導に伴う想定質問及び回答例 

(5) 講評及び質疑応答  



５ 効果測定  応急救護処置の指導に必要な技能の確認 

９時間 

 （注） 講習科目３から５までの４時間には、講習の効果判定も含む。 

              合    計        20 時間 

２ 現に資格を有していない者に対する 50 時間講習 

 （講義） 

講 習 科 目 講 習 細 目 講習時間 

１ オリエンテーショ  

  ン 

(1)  指導者としての心構え 

(2)  講習内容及び方法 

(3)  諸注意等 

１ 

２ 応急救護処置につ

いて 

(1)  応急救護処置とは 

(2)  応急救護処置の目的 

(3)  応急救護処置の内容 

(4)  カーラー曲線の理解 

(5)  応急救護処置の関連用語（一次救

命処置、心肺蘇生法、除細動、気道

異物除去、止血法、固定法等） 

１ 

３ 救急体制について (1)  救急活動体制（119 番の仕組み及

び救急隊員の行う処置） 

(2)  救急医療体制 

(3)  救急情報体制 

(4)  病院へ搬送するまでの救急活動 

(5)  交通事故による負傷の特徴 

１ 

４ 現場での対応につ

いて 

(1)  傷病者の観察及び判断 

ア 全身の観察 

(ｱ) 意識状態の観察及び判断 

(ｲ) 呼吸状態の観察及び判断  

 イ 局所の観察 

(ｱ) 負傷の程度の観察及び判断 

(ｲ) 出血の観察及び判断 

(2)  生命の兆候の評価（意識状態、呼

吸、脈拍、皮膚の温度及び手足の動

き） 

１ 

４ 

(3) 傷病者の移動 

 ア 移動の方法 

(ｱ) 人によるもの 

(ｲ) 担架によるもの 

  

  



イ 車内から車外に運び出す場合 

ウ 路上に倒れている人を運ぶ場合 

 エ 適切な実施場所の選定 

(4)  傷病者の管理 

ア 体位管理（傷病者の寝かせ方） 

(ｱ)  傷病者に意識がある場合 

(ｲ)  傷病者に意識がない場合 

(ｳ)  ショックの場合 

  

  

  

２ 

  (ｴ)  呼吸困難の場合 

  (ｵ)  心肺蘇生法を行う場合 

イ 体温管理 

ウ ヘルメット、衣服等の除去 

(5)  救命のための必要な手順及び優先

順位 

  

(6)  事故発生時の通報 

 ア 傷病者が 1 人の場合 

 イ 傷病者が多数の場合 

(7)  感染対策 

(8)  その他の留意事項 

１ 

５ 各種疾患について 

 

(1) 外傷 

 ア 外傷の種類 

 イ 外傷による生体変化 

 ウ 外傷の処置及び治療 

 エ 各種外傷 

  (ｱ)  頭部外傷 

  (ｲ)  顔面外傷 

  (ｳ)  脊椎外傷 

  (ｴ)  胸部外傷 

  (ｵ)  腹部外傷 

  (ｶ)  四肢及び骨盤外傷 

  (ｷ)  多発外傷 

  (ｸ)  交通事故に特徴的な外傷（ハ

ンドル外傷、シートベルト外

傷、ダッシュボード外傷等） 

３ 

６ 

(2) 熱傷 

(3) 熱射病 
１ 

(4) 各種症状で考えられる疾患と対応 

 ア ショック 

 イ 意識障害 

 ウ 痙攣 

 エ 呼吸困難 

 オ 窒息状態 

２ 



 カ 頭痛 

 キ 胸痛 

 ク 腹痛 

 ケ 嘔吐 

 コ 吐血 

(5) その他の傷病に対する対応 

６ 一次救命処置につ

いて 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(1) 心肺蘇生法とは 

(2)  心肺蘇生法の意義及び必要性 

(3)  心肺蘇生法の手順 

(4)  心肺蘇生法の対象疾患 

(5)  一次救命処置及び二次救命処置 

(6)  救急蘇生法の指針 

１ 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(7) 心肺蘇生法に関する解剖学及び生

理学 

ア 呼吸に関する器官の解剖及び   

 生理 

イ 循環に関する器官の解剖及び 

 生理 

ウ 体液に関する解剖及び生理 

エ 消化に関する器官の解剖及び 

 生理 

オ 骨格に関する解剖及び生理 

カ 脳の循環及び代謝 

 キ 低酸素血症 

２ 

  

(8) 心臓マッサージ（胸骨圧迫） 

ア 心臓マッサージとは 

イ 心臓マッサージが必要な場合 

ウ 心臓マッサージの方法 

エ 効果測定 

 (9) 気道確保 

ア 気道確保とは 

 イ 気道確保が必要な場合（意識状

態の観察） 

ウ 気道確保の方法（頭部後屈顎先挙

上法及び下顎挙上法） 

エ 効果測定 

(10) 人工呼吸 

ア 人工呼吸とは 

４ 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

イ 人工呼吸が必要な場合（呼吸状

態の観察） 

ウ 人工呼吸の方法（口対口人工呼

吸及び口対鼻人工呼吸） 

エ 一方向弁付吹き込み用具、ポケ

ットマスク等 

オ 効果測定 

(11) 心肺蘇生法 

 ア 一人で行う心肺蘇生法 

 イ 乳児及び小児に対する心肺蘇生法 

(12) 心肺蘇生法の効果測定 

７ 

(13) 心肺蘇生法の中止 

(14) 心肺蘇生法の合併症 

(15) 除細動（ＡＥＤの使用） 

 ア 除細動とは 

 イ ＡＥＤを用いた除細動の手順 

(16) 気道異物除去 

 ア 腹部突き上げ法（ハイムリック

法） 

 イ 背部叩打法 

(17) 救命の連鎖の必要性 

  

  

  

  

  

  

  

７ 傷病者に対する手

当について 

(1)  止血法 

ア 止血の必要性 

イ 血管の種類 

ウ 出血の種類 

エ 出血量及び症状（止血状態の

観察） 

オ 止血法（直接圧迫止血法） 

カ 血液凝固 

(2)  包帯法 

(3)  固定法 

1.5 

８ 指導実習及びディ

スカッション 

(1)  指導方法に関する検討（応急救護

処置講習の項目別にグループ編成） 
１ 

３ 

(2)  指導実習（グループごとに各項目

を担当して実施） 
１ 

(3)  指導実習の内容に関するディスカ

ッション（話し方、時間配分、指導

内容の適否等） 

(4)  指導に伴う想定質問及び回答例 

１ 



(5)  講評 

９ まとめ 

  

(1) 生命の尊重及び訓練の継続 

(2) 応急救護処置の奏効事例 

(3) 応急救護処置に関する法的配意 

(4) 質疑応答 

１ 

10 効果測定  応急救護処置の指導に必要な知識の確

認 
１ 

  26.5 時

間 

  （実技） 

講 習 科 目 講 習 細 目 講習時間   

１ 模擬人体装置につ

いて 

(1) 構造 

(2)  機能 

(3)  取扱要領 

(4)  保守管理等 

１   

２ 実技の基本につい

て 

(1)  現場での対応 

ア 傷病者の観察及び判断 

 (ｱ) 全身の観察 

   ａ 意識状態の観察及び判断 

   ｂ 呼吸状態の観察及び判断 

   (ｲ) 局所の観察 

   ａ  負傷者の程度の観察及び判断 

 ｂ  出血の観察及び判断 

  

  

  

  

  

  

  



 イ 傷病者の移動 

  (ｱ) 移動の方法 

  ａ 人によるもの 

  ｂ 担架によるもの 

 (ｲ) 車内から車外に運び出す場合 

 (ｳ) 路上に倒れている人を運ぶ場 

  合 

 ウ 傷病者の管理 

 (ｱ) 体位管理（傷病者の寝かせ

方） 

  ａ 傷病者に意識がある場合 

  ｂ 傷病者に意識がない場合 

  ｃ ショックの場合 

  ｄ 呼吸困難の場合 

  ｅ 心肺蘇生法を行う場合 

 (ｲ) 体温管理 

  (ｳ) ヘルメット、衣服等の除去 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

9.5 

 

(2) 意識状態の観察 

(3) 呼吸状態の観察 

呼吸の観察の方法 

 (4) 心臓マッサージ（胸骨圧迫） 

 心臓マッサージの方法 

(5)  気道確保 

気道確保の方法（頭部後屈顎先挙上

法及び下顎挙上法） 

(6) 人工呼吸 

ア  呼吸の確認の方法 

イ  人工呼吸の方法（口対口人工呼吸

及び口対鼻人工呼吸） 

(7) 心肺蘇生法 

ア 一人で行う心肺蘇生法 

イ 乳児及び小児に対する心肺蘇生法 

(6)  除細動（ＡＥＤの使用） 

   様々なシナリオに対応したＡＥＤ

の使用方法 

(9)  気道異物除去 

ア 腹部突き上げ法（ハイムリック 

 法） 

イ 背部叩打法 

4.5  



  (10) 止血法 

  ア 出血の観察 

 イ 傷口の圧迫（直接圧迫止血法） 

ウ 包帯及び布の利用 

エ 頭部及び顔面の出血 

  オ 効果的な止血法 

１ 

  

  

(11) 包帯法 

  ア 頭部の場合 

 イ 体幹部位の場合 

ウ 四肢の場合 

(12) 固定法 

２   

３ 実技の指導方法に

ついて 

(1) 応急救護処置の手順についての指

導方法 

ア 指導者デモンストレーション 

イ 各手技の要点説明 

２ 

７ 

  

(2) 各手技についての指導方法 

ア 傷病者の観察 

イ 傷病者の移動 

ウ 体位管理 

エ 心臓マッサージ（胸骨圧迫） 

オ 気道確保 

カ 人工呼吸 

キ 除細動（ＡＥＤの使用） 

ク 気道異物除去 

ケ 止血法 

５   

４ 指導実習及びディ

スカッション 

(1) 指導方法に関する検討（応急救護

処置講習の項目別にグループ編成） 
１ 

  

  

(2) 指導実習（グループごとに各項目

を担当して実施） 
２   

  (3)  指導実習の内容に関するディスカ

ッション（話し方、時間配分、指導

内容の適否等） 

(4)  指導に伴う想定質問及び回答例 

(5)  講評及び質疑応答 

２ 

５ 

  

５ 効果測定   応急救護処置の指導に必要な技能の

確認 
１   

  

  
23.5 時間  



                 合  計      50 時間   

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第９（第 54 条、第 58 条の２、第 67 条関係） 

高齢者講習指導員の資格要件 

１ 21 歳以上であること。 

２ 講習の指導に用いる普通自動車を運転することができる運転免許（仮運転免

許を除く。）を現に受けていること。 

３ 次のいずれにも該当しないこと。 

(1) 運転適性指導について不正な行為をしたため運転適性指導員、停止処分者

講習指導員、高齢者講習指導員又は違反者講習指導員のいずれかの職を解任

された日から起算して３年を経過していない。 

(2) 法第 117 条の２の２第１項第９号の罪を犯し罰金以上の刑に処せられ、そ

の執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日から起算して３

年を経過していない。 

(3) 自動車等の運転に関し、自動車運転死傷処罰法第２条から第６条までの罪

又は法に規定する罪（前記(2)に規定する罪を除く。）を犯し拘禁刑又は禁

錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがな

くなった日から起算して３年を経過していない。 

４ 次のいずれにも該当すること。 

(1) 運転適性に関する業務に関し、次のいずれかに該当すること。 

ア 運転適性検査・指導者資格者証の交付を受け、次に掲げる運転適性に関

する業務のいずれかに従事した経験の期間がおおむね１年以上ある。 

(ｱ)  運転適性指導  

(ｲ） 警察庁の定める指定自動車教習所の教習の標準第 12 の２(1)アに掲げ

る「５ 適性検査結果に基づく行動分析」に係る教習 

(ｳ) 初心運転者講習における運転適性検査 

(ｴ) 交通部運転免許本部運転免許試験課における自動車等の運転に必要な

適性に関する調査及び指導 

(ｵ) 停止処分者講習、高齢者講習又は違反者講習に係る講習指導員の業務 

イ 公安委員会が運転適性に関する業務に関し、前記アと同等以上の技能、

知識及び経験を有すると認める次に掲げるいずれかの者に該当する。 

(ｱ) 警察庁が実施する取消処分者講習指導員専科を修了し、取消処分者講

習指導員として経験のある者 

(ｲ） 警察庁が実施する中堅運転適性検査指導者専科（平成 12 年度まで実施

していた新任運転適性検査指導者専科又は運転適性専門官専科を含

む。）を修了し、運転適性指導に関する業務に従事した経験のある者 

(ｳ) 安全運転センターが実施する取消処分者講習指導員研修、取消処分者

講習指導員（警察）研修、運転適性講習指導員研修、違反者・停止処分

者講習指導員研修又は運転技能検査員・高齢者講習指導員研修（令和３



年度まで実施していた高齢者講習指導員研修を含む。以下同じ。）にお

ける研修指導員としての経験のある者 

(ｴ)  運転適性検査・指導者資格者証の交付を受けているが、運転適性に関

する業務に従事した経験の期間がおおむね１年に満たない者で、公安委

員会が行う所要の講習を受けた者 

(2) 自動車の運転に関する技能及び知識の指導に関し、次のいずれかに該当す

ること。ただし、受講者の利便性を図るため、高齢者講習を過疎地、辺地等

を含む地域に存する場所において実施する必要がある場合は、この限りでな

い。 

ア 法第 99 条の３第４項の規定により教習指導員資格者証（普通）の交付

を受け、自動車の運転に関する技能及び知識の教習に従事した経験の期間

がおおむね１年以上ある。 

イ 届出自動車教習所指導員研修課程（普通自動車）を修了し、自動車の運

転に関する技能及び知識の教習に従事した経験の期間がおおむね１年以上

ある。 

ウ 交通取締用二輪車若しくは交通取締用自動車又は警ら用無線自動車の乗

務員としての経験がおおむね１年以上で適任である。 

エ 交通部運転免許本部運転免許試験課で技能試験官としての経験がおおむ

ね１年以上ある。 

オ 警察庁が実施する取消処分者講習指導員専科を修了し、取消処分者講習

指導員としての経験がある。 

カ 安全運転センターが実施する取消処分者講習指導員研修、取消処分者講

習指導員（警察）研修、運転適性講習指導員研修、違反者・停止処分者講

習指導員研修又は運転技能検査員・高齢者講習指導員研修における研修指

導員としての経験がある。 

５ 次のいずれかに該当すること。ただし、道路交通法の一部を改正する法律

（令和２年法律第 42 号。以下「改正法」という。）の施行日前に(1)に該当

し、又は令和４年３月 31 日以前に(2)に該当したことによって高齢者講習指導

員の要件を充足した者については、改正法施行に伴う運転技能検査員養成講習

を受けていなければならない。 

(1) 公安委員会が行う講習における指導に必要な技能及び知識に関する審査に

合格した次に掲げるいずれかの者に該当する 

 ア 警察庁が実施する取消処分者講習指導員専科を修了し、取消処分者講習

指導員としての経験がおおむね１年以上ある者 

  イ 安全運転センターが実施する取消処分者講習指導員研修、取消処分者講

習指導員（警察）研修、運転適性講習指導員研修、違反者・停止処分者講

習指導員研修又は高齢者講習指導員研修における研修指導員としての経験

がおおむね１年以上ある者 



(2) 講習における指導に必要な技能及び知識に関する国家公安委員会が指定す

る講習（安全運転センターが実施する新任運転適性指導員研修、運転適性講

習指導員研修、又は運転技能検定員・高齢者講習指導員研修）を修了した者 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

  

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第９（第９条関係） 

 

初 心 運 転 者 講 習 帳 簿 

  

指定講習機関名 

  

番号 講習受講者等 

  氏  名   生年月日 年 月 日 男・女 

住  所   

免許証番号等 年 月 日      公安委員会 

講習種別   証書番号   

指導員名   補助員名   

備  考   

  氏  名   生年月日 年 月 日 男・女 

住  所   

免許証番号等 年 月 日      公安委員会 

講習種別   証書番号   

指導員名   補助員名   

備  考   

  氏  名   生年月日 年 月 日 男・女 

住  所   

免許証番号等 年 月 日      公安委員会 

講習種別   証書番号   

指導員名   補助員名   

備  考   

  

 



別記様式第９の２（第９条関係） 

若 年 運 転 者 講 習 帳 簿 

  

指定講習機関名 

  

番号 講習受講者等 

  氏  名   生年月日 年 月 日 男・女 

住  所   

免許証番号等 年 月 日      公安委員会 

特例免種   証書番号   

指導員名   補助員名   

備  考   

  氏  名   生年月日 年 月 日 男・女 

住  所   

免許証番号等 年 月 日      公安委員会 

特例免種   証書番号   

指導員名   補助員名   

備  考   

  氏  名   生年月日 年 月 日 男・女 

住  所   

免許証番号等 年 月 日      公安委員会 

特例免種   証書番号   

指導員名   補助員名   

備  考   

  

 

  



別記様式第 10（第 10 条関係） 

  

講習の休廃止の許可申請書 

                                            

                                                  年  月  日 

埼玉県公安委員会 殿 

                       住 所 

申請者 

氏 名  

指定講習機関に関する規則第 14 条第１項の規定による講習の  

  

一部    休止  

   の     の許可を申請します。  

全部    廃止  

   

  上記許可を受けよう

とする者の名称及び

所在地並びに代表者

の氏名 

    

休止し、又は廃止し

ようとする講習の種

類 

  

休止期間又は廃止日 

     年   月   日から 

                 年   月   日まで 

上記申請の事由   

  



 別記様式第 11（第 11 条関係） 

（表面） 

  

第     号 

  

運転適性指導員等解任命令書 

  

年  月  日 

   

 名 称 

 所在地 

                  殿 

   

埼玉県公安委員会 印   

  

  道路交通法第 108 条の５第３項の規定により、下記の指導員の解任を 

命じる。  

 
  

指  導  員 
 住 所 

     氏 名 

  

解任を命じる 

事    由 
  

  

裏面に教示文があります。  



 （裏面） 

  

教 示 文 

  

１ 審査請求について 

 この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して３か月以内に、埼玉県公安委員会に対して、審査請求をすることが

できます。ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月

以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査

請求をすることができなくなります。 

２ 取消訴訟について 

  この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日（１の審査請求

をした場合は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日）の翌日から

起算して６か月以内に、埼玉県を被告として提起しなければなりません。この場

合、当該訴訟において埼玉県を代表する者は、埼玉県公安委員会です。ただし、

この処分があったことを知った日（１の審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６か月以内であっても、

この処分の日（１の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する裁決の日）の

翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することが

できなくなります｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



（裏面） 

  

教 示 文 

  

１ 審査請求について 

 この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して３か月以内に、埼玉県公安委員会に対して、審査請求をすることが

できます。ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月

以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査

請求をすることができなくなります。 

２ 取消訴訟について 

  この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日（１の審査請求

をした場合は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日）の翌日から

起算して６か月以内に、埼玉県を被告として提起しなければなりません。この場

合、当該訴訟において埼玉県を代表する者は、埼玉県公安委員会です。ただし、

この処分があったことを知った日（１の審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６か月以内であっても、

この処分の日（１の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する裁決の日）の

翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することが

できなくなります｡ 

  

  

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（裏面） 

  

教 示 文 

  

１ 審査請求について 

 この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して３か月以内に、埼玉県公安委員会に対して、審査請求をすることが

できます。ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月

以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査

請求をすることができなくなります。 

２ 取消訴訟について 

  この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日（１の審査請求

をした場合は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日）の翌日から

起算して６か月以内に、埼玉県を被告として提起しなければなりません。この場

合、当該訴訟において埼玉県を代表する者は、埼玉県公安委員会です。ただし、

この処分があったことを知った日（１の審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６か月以内であっても、

この処分の日（１の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する裁決の日）の

翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することが

できなくなります｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 （裏面） 

  

教 示 文 

  

１ 審査請求について 

 この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して３か月以内に、埼玉県公安委員会に対して、審査請求をすることが

できます。ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月

以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査

請求をすることができなくなります。 

２ 取消訴訟について 

  この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日（１の審査請求

をした場合は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日）の翌日から

起算して６か月以内に、埼玉県を被告として提起しなければなりません。この場

合、当該訴訟において埼玉県を代表する者は、埼玉県公安委員会です。ただし、

この処分があったことを知った日（１の審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６か月以内であっても、

この処分の日（１の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する裁決の日）の

翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することが

できなくなります｡ 

  

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第 15（第 16 条関係） 

  

  

運転適性指導員選任届 

  

                                 

                                           第 号   

                          年 月 日   

  

 埼玉県公安委員会 殿 

                      指定講習機関 

                        管理者 

  

選 任 年 月 日     年  月  日 

本籍・国籍等 
  

住     所 
  

氏     名 
  

添 付 書 類 

  

備     考 

  



 別記様式第 16（第 16 条関係） 

  

運転習熟指導員選任届 

  

                                                         

                                          第     号  

                      年  月   日   

  

 埼玉県公安委員会 殿 

 

                     指定講習機関 

                      管理者 

選 任 年 月 日     年  月  日 

本籍・国籍等 

  

住     所 

  

氏     名 

  

資 格 要 件            免許に係る運転習熟指導員 

添 付 書 類 

  

備     考 
  



 別記様式第 17（第 18 条関係） 

  

 第     号 

  

取消処分者講習に係る実務実習通知書 

  

年  月  日 

  

指定講習機関名 

管  理  者 殿 

   

  埼玉県公安委員会  印 

  

  運転適性指導員が行う取消処分者講習の実効性を確保する必要が

あるため、下記のとおり実務実習を行うので、実習生を派遣された

い。  

  

  

実習生氏名   

  

実習期間    年  月  日から  年  月  日まで 

実習場所   

  



 別記様式第 18（第 18 条関係） 

  

 第   号 

取消処分者講習に係る実務実習結果通知書  

年  月  日 

指定講習機関名 

管  理  者 殿 

                                         埼玉県公安委員会  印 

  

  第   号により実習生          に対する実務実習の

結果については、下記のとおりであるから通知する。  

 
  

項     目 理 解 度 指 導 力 
  

筆記及び口頭に基づく運転適性診

断 
ＡＢＣＤＥ ＡＢＣＤＥ 

運転適性検査器材使用による指導 ＡＢＣＤＥ ＡＢＣＤＥ 

実車及び運転シミュレーターによ

る指導 
ＡＢＣＤＥ ＡＢＣＤＥ 

（連絡事項） 

  

  

  

  

  

  



 別記様式第 19（第 19 条関係） 

  

運転適性指導員審査申請書 

  

年  月  日 

埼玉県公安委員会 殿 

  

住所 

氏名 

年  月  日生 

  

運転適性指導員としての審査を申請します。  

  

  

指定講習機関に関する規則第５条第３号の該

当 
有  ・  無 

  

   運転適性検査等に従事した通算期間   

添付書類   

  



別記様式第 20（第 19 条関係） 

  

  第   号 

  

運転適性指導員審査合格証明書 

    

   氏名 

                  年  月  日生 

   

  

  上記の者は、指定講習機関に関する規則第５条第５号に規定する公安委員

会が行う運転適性指導についての技能及び知識に関する審査に合格した者であ

ることを証明する。 

  

  

                                       年  月  日   

   

埼 玉 県 公 安 委 員 会  印 



 別記様式第 21（第 20 条関係） 

  

運転習熟指導員養成教養受講申請書 

年  月  日 

 埼玉県公安委員会 殿 

名 称 

      申請者 

代表者 

下記の者について運転習熟指導員養成教養の受講を申請します。  

  

  
種 類 □準中型 □普通車 □大型二輪 □普通二輪 

  

受 講 者 

 住 所 

 氏 名 

年  月  日生（  歳） 

指導員等 

の 

資格関係 

区 分 種  別 審査合格年月日 選任年月日 

教 習 

  

指導員 

大  型 

中  型 

準 中 型 

普  通 

大型二輪 

普通二輪 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

運転適性検査 

指導者認定 

 有 （取得  年  月  日） 

 無 

添付書類 
  

  



 別記様式第 22（第 20 条関係） 

第  号  

   

運転習熟指導員養成教養終了証明書 

   

氏 名 

  

年  月  日生 

   

  上記の者は、       に係る運転習熟指導についての指導員   

  養成教養を終了した者であることを証明する。  

   

  

                                             年  月  日 

  

  

    埼玉県警察本部交通部 

                     運 転 免 許 本 部 長  印 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



別記様式第 24（第 21 条関係） 

  

第  号 

  

運転習熟指導員審査合格証明書 

  

氏  名 

  

  

年  月  日生 

  

  

  上記の者は、指定講習機関に関する規則第７条第５号に掲げる

公安委員会が行う        に係る運転習熟指導についての技

能及び知識に関する審査に合格した者であることを証明する。  

  

 

 

                                                      

                                                 年  月  日 

                      埼玉県公安委員会 印 

  



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



別記様式第 27（第 29 条、第 55 条、第 60 条関係） 

  

  

講習指導員としての技能及び知識に関する審査申請書 

  

  

年  月  日 

  

埼玉県公安委員会 殿 

  

住 所 

氏 名 

（ 年 月 日生） 

  

の指導員としての技能及び知識に関する審査を申請します。  

  

  運転免許証番号等 

運転免許の種別 

  

  

交通関係の経歴   

添 付 書 類   

  



 別記様式第 28（第 29 条、第 55 条、第 60 条関係） 

  

第   号 

  

講習指導員としての技能及び知識に関する審査合格証明書 

  

氏 名 

年  月  日生 

  

上記の者は、道路交通法第 108 条の２第１項         に

掲げる講習の指導員としての技能及び知識に関する審査に合格した者

であることを証明する。 

  

  

 

 

  

年  月  日 

                                        埼玉県公安委員会 印   

  

  



 別記様式第 29（第 30 条、第 51 条、第 56 条、第 58 条の２、第 61 条、第 67 条、

第 69 条関係） 

  

  講習指導員資格要件審査申請書 

  

                         年  月  日 

  

埼玉県公安委員会 殿 

  

住 所  

氏 名 

                         （ 年 月 日生） 

  

 上記の者の講習指導員としての資格要件を審査されたく申請します。 

  運転免許番号等 

免 許 の 種 別 

第                   号 

  

 過去 年以内における 

 前 科 ・ 前 歴 

 有

（                    ） 

 無 

 添  付 書 類   

  
 備     考   

  

  



別記様式第 30（第 30 条、第 51 条、第 56 条、第 58 条の２、第 61 条、第 67 条、

第 69 条関係） 

  

第    号 

  

講習指導員資格要件確認通知書 

   

氏  名 

                                           年  月  日生 

  

 上記の者を道路交通法第 108 条の２第  項   の規定による講習に

従事する講習指導員としての資格要件を満たす者として確認したので通知す

る。 

   

 

 

年  月  日 

    

 

                                         埼玉県公安委員会 印 

  



 別記様式第 31（第 31 条、第 40 条、第 44 条、第 52 条、第 57 条、第 58 条の２、第 61 条、

第 67 条、第 71 条関係）  

  

                                 年  月  日 

  

 埼 玉 県 公 安 委 員 会 殿 

  

                          実施機関名 

                          代表者氏名          

  

  

講習指導員解任届 

解任年月日 年   月   日 

指

導

員 

住  所 
  

フリガナ     

生年月日 

      年   月   日 

氏  名 

  

解任の理由 

  

備      考 

  



別記様式第 32（第 31 条、第 40 条、第 44 条、第 52 条、第 57 条、第 58 条の２、第 61 条、第

67 条、第 71 条関係）  

  

                                  年  月  日 

  

 埼 玉 県 公 安 委 員 会 殿 

  

                         実施機関名 

                         代表者氏名 

  

  

講習指導員業務停止届 

業務停止期間   年   月   日から   年    月    日まで 

指

導

員 

住  所 
  

フリガナ     

生年月日 

      年   月   日 

氏  名 

  

業務停止の理由 

  

備考 

  

 



別記様式第 33（第 34 条関係） 

  

停止処分者講習終了証明書 

  

  

氏 名 

  

  

あなたは、道路交通法第 108 条の２第１項第３号の規定により、下

記のとおり所定の講習を終了したことを証明します。  

  

  考査別 

講習区分 

終了時 

考 査 

受 講 

態 度 

総 合 

成 績 
再考査 

  

□ 短 期 

□ 中 期 

□ 長 期 

        

講習担当者 

        

年  月  日 

埼玉県公安委員会 印 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 別記様式第 35（第 38 条関係） 

  

第    号 

応急救護処置指導員（一）認定証 

  

氏  名 

                           年  月  日生 

   

  

 上記の者は、第一種運転免許に係る応急救護処置指導員として認定

する。  

   

  

                                                           

                                                年  月  日 

埼玉県公安委員会 印   

  



別記様式第 36（第 38 条関係） 



  

  第    号 

応急救護処置指導員（二）認定証 

  

氏  名 

  

                         年  月  日生   

  

   

 上記の者は、第二種運転免許に係る応急救護処置指導員として認定

する。  

  

  

  

                                                    

                                             年  月  日   

                          埼玉県公安委員会 印   

  



 別記様式第 37（第 39 条関係）  

  

  

取得時講習指導員届出書 

                                  年  月  日 

  

 埼玉県公安委員会 殿 

  

                          実施機関名 

                          代表者氏名 

  

 下記の者を取得時講習指導員（      ）として届出します。 

選任年月日 年   月   日 

指

導

員 

住  所 

  

フリガナ     

生年月日 

      年   月   日 

氏  名 

  

添付書類 

  

備考 
  

  



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



別記様式第 39（第 43 条関係） 

第    号 

  

  

  

原付講習指導員資格要件確認通知書 

  

  

氏  名 

  

年  月  日生 

  

  

上記の者を道路交通法第 108 条の２第１項第６号の規定による講

習に従事する講習指導員としての資格要件を満たす者として確認

したので通知する。  

  

  

                                            年  月  日  

 埼玉県公安委員会 印 

  

  

 



 別記様式第 40 （第 47 条関係） 

  

第  号 

  

  

初心運転者講習終了証明書 

  

氏 名 

年  月  日生 

  

  

  
免許の種類   

  

  

上記の者は、       年   月   日  道路交通法第 108 条

の２第１項第 10 号に掲げる講習を終了したものであることを証明

します。  

年  月  日 

指定講習機関名 

                     管  理  者   印 

 

 別記様式第 41（第 48 条関係） 



  

  第     号 

年  月  日 

  

初心運転者講習中止通知書 

  

住  所 

                           殿 

  

   埼玉県公安委員会  印 

  

下記の事由により、         年   月   日付け初心運転

者講習通知書をもって通知しましたあなたに対する道路交通法第

108 条の２第１項第 10 号に規定する初心運転者講習の実施を取りや

めますので通知します。  

  

  

事  由 

  

  

備  考 

  

  

  

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

   

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 


